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第20期決算公告 

2022年 6月 30日 

東京都品川区東五反田二丁目１８番１号 

株式会社日本総合研究所 

代表取締役社長 谷崎 勝教 

１．貸借対照表 

（単位：千円）

40,889,129 43,739,412

5,463,735 25,188,422

30,973,623 4,000,000

245,736 3,477,700

2,729 2,765,176

213,850 506,712

194,590 526,071

89,354 699,240

3,469,413 164,217

51,111 5,936,015

184,983 39,765

436,090

75,921,835 20,251,259

33,791,674 8,141,860

21,487,545 147,876

11,712,711 1,394,593

538,507 10,443,809

52,910 123,120

18,988,500

16,007,179

2,950,315 　　　　負   債   合   計 63,990,672

31,005

51,555,862

10,000,000

23,141,660 10,000,000

6,171,459 10,000,000

7,541,837 31,555,862

425,747 31,555,862

4,021,810 31,555,862

4,961,391 1,264,429

59,413 1,264,429

△40,000  　　純　資　産　合　計 52,820,292

116,810,964 116,810,964資  産  合  計 負 債 ・純資産 合 計

関 係 会 社 株 式 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

敷 金 繰 越 利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 の 投 資 等 その他有価証券評価差額金

貸 倒 引 当 金

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 資 本 準 備 金

株 主 資 本

什 器 備 品 退 職 給 付 引 当 金

建 設 仮 勘 定 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 （ 純 資 産 の 部 ）

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建 物 長 期 預 り 金

機 械 装 置 資 産 除 去 債 務

固 定 資 産 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産 役 員 賞 与 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

前 渡 金 未 払 消 費 税 等

前 払 費 用 契 約 負 債

関 係 会 社 未 収 入 金 賞 与 引 当 金

仕 掛 品 未 払 費 用

貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等

売 掛 金 関 係 会 社 短 期 借 入 金

契 約 資 産 リ ー ス 債 務

商 品 未 払 金

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸 借 対 照 表

2022年3月31日現在

科　　　　目 金　　額 科　　　　目 金　　額



2 

２．損益計算書 

（単位：千円）

214,372,450 214,372,450

200,836,444 200,836,444

13,536,005

　　販売費及び一般管理費 8,982,814 8,982,814

4,553,191

 　 営 業 外 収 益

637,352

4,749

23,799

171,659

75,417

2,400

35,851 951,229

 　 営 業 外 費 用

408,650

10,884 419,534

5,084,886

    特  別  損  失

5,525 5,525

5,079,360

1,513,182

△ 88,975 1,424,207

3,655,153

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 売 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

為 替 差 益

雑 収 入

支 払 利 息

雑 損 失

経 常 利 益

損 害 賠 償 金 収 入

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

受 取 保 険 金 等

損  益  計  算  書

  自  2021年  4月  1日
  至  2022年  3月 31日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

設 備 使 用 料
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３．株主資本等変動計算書 

 　自  2021年  4月   1日
　　　　　至 平成22年3月31日 　至  2022年  3月  31日 （単位：千円）

　

評価・換算差額等

資本準備金 その他利益剰余金 繰越利益剰余金

2021年4月1日残高 10,000,000 10,000,000 10,000,000 28,870,309 28,870,309 28,870,309 48,870,309 1,662,626 50,532,935

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △ 969,600 △ 969,600 △ 969,600 △ 969,600 △ 969,600

3,655,153 3,655,153 3,655,153 3,655,153 3,655,153

△ 398,197 △ 398,197

事業年度中の変動額合計 - - - 2,685,553 2,685,553 2,685,553 2,685,553 △ 398,197 2,287,356

2022年3月31日残高 10,000,000 10,000,000 10,000,000 31,555,862 31,555,862 31,555,862 51,555,862 1,264,429 52,820,292

当期純利益

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
(純額)

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

純資産合計

株　　　　主　　　　資　　　　本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

 
 

４．個別注記表 

１）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 

 

② その他有価証券 

ｱ.時価のあるもの      … 期末日の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

ｲ.時価のないもの      … 移動平均法による原価法 

 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 仕掛品           … 個別法による原価法 

                 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法により算定） 

 

② 商品、貯蔵品        … 移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法により算定） 

 

（３）固定資産の減価償却方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）… 定額法 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

    建物    …  ３～２０年 

    機械装置  …  ３～１５年 
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② 無形固定資産（リース資産を除く） … 定額法 

   なお、ソフトウェアの主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用目的のソフトウェア  … 社内における見込利用可能期間（３～８年）による定額法 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（４）引当金の計上基準 

科目 計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年

度に対応する見積額を計上しております。 

③役員賞与引当金 
役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度

に対応する見積額を計上しております。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、確定給付制度について、当事

業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（１０年）による定額法により発生年度よ

り費用処理しております。数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により按分した額を、発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金を役員の在任年数にわたり費用配分すること

で、期間損益の適正化及び財務体質の健全化を図るため、規定

に基づく事業年度末要支給額を引当計上しております。 
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（５）収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであ

ります。 

①システム構築サービス 

システム企画、システム開発・構築、システムカスタマイズを行っております。 

義務の履行により他に転用できない資産が生じ、履行した部分につき実質的に支払いを受

ける権利があることから、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務

の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。また、履行義務の充足に係る進捗

率の見積の方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。 

当事業年度における売上高は１２５，０６３，５８０千円であります。 

②システム保守運用サービス 

      システムの保守、ネットワーク維持管理業務、顧客からの照会対応サービス、グループ

共同利用等システムのサービス提供を行っております。 

      システム保守運用サービスについては、契約期間にわたり継続した一定のサービスを提

供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を

提供する期間にわたり収益を認識しております。 

当事業年度における売上高は７８，６４０，８７７千円であります。 

③ハードウェア等の製品販売 

①に関連した端末等の製品調達及び販売を行っております。このような製品の販売につい

ては、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識しております。 

なお、他の当事者によって製品が提供されるように当社が手配する取引については、当社

が代理人に該当するものと判断し、他の当事者が提供する製品と交換に受け取る額から当

該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

当事業年度における売上高は４，８９１千円であります。 

④コンサルティング・調査関連サービス 

顧客が制度やツールを設計・開発・構築する支援業務、経済動向等調査のレポート、各

種研修やセミナーを行っております。 

契約期間にわたり継続した一定のサービスを提供する契約については、時の経過に応じて

履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しており

ます。 

成果物等を顧客に提供するサービスとした契約については、引き渡した時点又は顧客が検

収した時点で収益を認識しております。 

当事業年度における売上高は１０，６６３，１０１千円であります。 
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（６）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 連結納税制度の適用 

当社は、株式会社三井住友フィナンシャルグループを連結納税親会社とする連結納税制

度を適用しております。 

 

② 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設さ

れたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度

の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に

係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告３９号 ２０２０年３月３１

日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第２８号 ２０１８年２月１６日）第４４項の定めを適用せず、繰延税金資産

及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
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２）会計方針の変更に関する注記 

収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号 ２０２０年３月３１日。以下『収益

認識会計基準』という。）等を、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。これにより、収益の認識方法を以下のとおり変更しております。 

システム構築サービスに係る収益及び費用の計上基準について、従来は進捗部分について成

果の確実性が認められる契約については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、

その他の契約については工事完成基準を採用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて、

一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進

捗率の見積の方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっております。 

また、従来の代理人取引の範囲は、システム構築サービスのうち、個別契約単位で該当の有

無を判断しておりましたが、システム構築サービスは、複数の契約が同一の商業的目的を有す

るものとして交渉されたものであることから、複数の個別契約を結合した案件全体に当社サー

ビスとして主たる責任を負っているものと判断し、本人取引であると変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第８４項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及的に適用した場合

の累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針

を適用しております。 

この結果、当事業年度の売上高は５１，６８３，５０６千円増加、売上原価は５１，６８３，

５０６千円増加しております。なお、利益剰余金の当期首残高に増減はありません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表

示していた「売掛金」は、当事業年度より「売掛金」と「契約資産」に区分して表示しており

ます。また、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、

当事業年度より「契約負債」として表示しております。 

 

 

３）収益認識に関する注記 

収益を理解するための基礎となる情報は、１）重要な会計方針に係る事項に関する注記の

（５）収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

 

４）表示方法の変更に関する注記 

前事業年度において、独立掲記しておりました「売上高」の「商品売上高（前事業年度１３

９，４９３千円）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、「情報関連売上

高」と併せて「売上高（当事業年度２１４，３７２，４５０千円）」に含めて表示しておりま

す。 
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５）貸借対照表に関する注記 

（１）資産に係る減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額         43,065,163 千円 

 

（２）国庫補助金等により、有形固定資産、無形固定資産の取得価額から控除されている圧縮記帳額 

   ソフトウェア       5,145 千円 

     

（３）保証債務 

社内貸付金制度による従業員の借入債務に対し、保証を行っております。 

㈱三井住友銀行           14,689 千円（4件） 

 

（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債権        1,416,293 千円 

短期金銭債務        1,997,949 千円 

長期金銭債権        2,246,669 千円 

長期金銭債務          146,070 千円 

 

 

６）損益計算書に関する注記 

（１）棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

売上原価              310 千円 

 

（２）関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高         4,447,764 千円 

仕入高        12,165,087 千円 

販売費および一般管理費       116,152 千円 

営業取引以外の取引による取引高         

受取配当金         462,065 千円 

設備使用料           3,792 千円 

支払利息              79 千円 
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７）株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式                200 千株 

 

（２）配当に関する事項 

① 配当金支払額 

決議 株式の

種類 

配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2021年 6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 
969,600 4,848 2021年 3月31日 2021年 6月29日 

計  969,600    

 

      ② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

２０２２年６月２９日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項 

を次のとおり提案する予定であります。 

 

 

ａ.配当金の総額   ････ 1,462,200 千円 

ｂ.１株当たり配当額 ････ 7,311 円 

ｃ.基準日      ････ 2022年 3月31日 

ｄ.効力発生日    ････ 2022年 6月29日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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８）税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

        （単位：千円） 

  

繰延税金資産
退職給付引当金 3,197,894
賞与引当金 1,817,607
投資有価証券評価損 714,138
関係会社株式評価損 442,095
減価償却超過額 258,915
資産除去債務 73,836
未払事業税 123,972
その他 365,968

繰延税金資産小計 6,994,429
評価性引当額 △ 1,397,425
繰延税金資産合計 5,597,004

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 526,682
その他有価証券譲渡益調整 108,930

繰延税金負債合計 635,612

繰延税金資産との相殺額 △ 635,612
差引：繰延税金資産の純額 4,961,391
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９）リースにより使用する固定資産に関する注記 

（１）ファイナンス・リース取引（借手側） 

    ① 所有権移転ファイナンス・リース取引 

ａ．リース資産の主な内容 ：ソフトウェア 

ｂ．減価償却の方法    ：自己所有の固定資産と同一の方法 

 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

ａ．リース資産の主な内容 ：電算機、事務機器、ソフトウェア 

ｂ．減価償却の方法    ：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

      

（２）オペレーティング・リース取引 

① 借手側 

          オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料                                  

（単位：千円） 

 １年以内 １年超 合計 

未経過リース料 2,848,827 6,434,623 9,283,451 

 

② 貸手側 

          オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料                                     

（単位：千円） 

 １年以内 １年超 合計 

未経過リース料 201,703 1,277,458 1,479,161 

 

１０）金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用については短期的な預金に限定し、主に銀行等からの借入により資金を

調達する方針としております。売掛金に係る顧客の信用リスクは、信用リスク管理規則に

沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株

式については毎月時価の把握を行っております。当事業年度末時点での資金調達のための

銀行からの借入はございません。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２２年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。 

            （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

① 現金及び預金 5,463,735 5,463,735 - 

② 売掛金 30,973,623 30,973,623 - 

③ 投資有価証券 5,445,270 5,445,270 - 

④ 買掛金 25,188,422 25,188,422 - 

⑤ リース債務 11,619,561 11,647,377 △27,816 

⑥ 関係会社短期借入金 4,000,000 4,000,000 - 
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

なお、金銭債権の決算日後の償還予定額は下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

 1年以内 

現金及び預金 

売掛金 

5,463,735 

30,973,623 

合計 36,437,359 

 

③ 投資有価証券 

投資有価証券の時価について、株式は市場価格によっております。 

 

④ 買掛金 

これは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

⑤ リース債務 

これの時価については、元利金の合計額を、新規にリース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  

なお、金銭債務の決算日後の返済予定額については下記のとおりであります。 

（単位：千円） 

 1年以内 
1年超～ 

2年以内 

2年超～ 

3年以内 

3年超～ 

4年以内 

4年超～ 

5年以内 
5年超～ 

買掛金 

リース債務 

25,188,422 

3,477,700 

- 

3,236,759 

- 

2,804,211 

- 

1,807,412 

- 

257,339 

- 

36,136 

合計 28,666,123 3,236,759 2,804,211 1,807,412 257,339 36,136 

 

⑥ 関係会社短期借入金 

これは短期間で返済する可能性があるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 ７２６，１８８千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッ

シュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「③投資有価証券」には含めておりません。また、関係会社株式（貸借対照表計上額 ７，５

４１，８３７千円）についても上記と同様の理由から時価開示の対象とはしておりません。 
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１１）退職給付に関する注記 

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付制度及び複数事業主により設立された

企業年金制度を採用しております。複数事業主による企業年金制度については、当社の拠出

に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出額

を退職給付費用として処理しております。 

 なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当社の割合

は次のとおりであります。 

 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（２０２１年３月３１日現在） 

    （単位：千円） 

第１年金 第２年金 合算
年金資産の額 250,002,697 12,371,301 262,373,998
年金財政上の給付債務の額 197,591,626 9,266,598 206,858,224
差引額 52,411,071 3,104,703 55,515,774  

 

（２）制度全体に占める当社の加入員数割合（２０２１年３月３１日時点の現存加入員数） 

－%
第１年金 第２年金

2.15%  
 

 

１２）持分法損益等に関する注記 

（単位：千円） 

関連会社に対する投資の金額 5,000,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 11,470,100 

持分法を適用した場合の投資利益の金額 1,625,211 
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１３）関連当事者情報 

（１）関連当事者との取引 

  ① 親会社 

（単位：千円）

属　性 会社等の名称 所在地
資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額 科目 期末残高

情報関連売上 3,658,389 売掛金 1,287,858

オフィス等賃料 579,175 敷金保証金 2,246,669

東京都
千代田区

2,341,878,185 金融持株会社
被所有

直接：100％
情報処理運用

受託
親会社

㈱三井住友
フィナンシャルグループ

 

  取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

 

② 子会社及び関連会社 
（単位：千円）

属　性 会社等の名称 所在地
資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注1）

取引金額 科目 期末残高

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ処理委託 9,944,745 買掛金 846,583

短期の借入（注2） －
短期借入金
（注2）

4,000,000

受取配当金 76,965 － －

受取配当金 380,700 － －関連会社 ㈱ＪＳＯＬ
所有

直接：50％
役員の兼任

東京都
中央区

5,000,000
情報

サービス業

子会社
㈱日本総研情報
サービス

所有
直接：100％

役務の受入れ
役員の兼任

東京都
世田谷区

450,000
情報

サービス業

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 

（注２） 資金の借入における借入利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おります。 

 

③ 兄弟会社 

（単位：千円）

属　性 会社等の名称 所在地
資本金
又は

出資金

事業の
内容

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
（注）

取引金額 科目 期末残高

情報関連売上 138,178,478 売掛金 17,890,194

親会社の
子会社

三井住友カード㈱
大阪市
中央区

34,000,003
クレジッ
トカード

業務
－ 情報処理運用受託 情報関連売上 38,975,934 売掛金 3,879,863

－ 情報処理運用受託
親会社の
子会社

㈱三井住友銀行
東京都

千代田区
1,770,996,505 銀行業

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。 
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（２）親会社及び重要な関連会社に関する情報 

① 親会社情報 

      ㈱三井住友フィナンシャルグループ（東京証券取引所、名古屋証券取引所、ニューヨーク 

証券取引所に上場） 

 

② 重要な関連会社の要約財務情報 

    当事業年度において、重要な関連会社は㈱ＪＳＯＬであり、その要約財務情報は以下のと 

おりであります。 

   

  

流 動 資 産 合 計 15,585,743 千円
固 定 資 産 合 計 24,962,615 千円

流 動 負 債 合 計 11,860,975 千円
固 定 負 債 合 計 5,755,940 千円

純 資 産 合 計 22,931,443 千円

売 上 高 41,132,498 千円
税引前当期純利益 4,660,044 千円
当 期 純 利 益 3,250,423 千円  

  

     

１４）１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額      264,101円 46銭 

１株当たり当期純利益      18,275円 76銭 

 

                                        以  上 


